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く あ らまし ノ 社会人大学院生を 対象とした技術経営専門 的でかつ即効性の 

ている。 山口大学大学院技術経営研究科でほ 、 @7 ル チチャンネル 双方向 

テム ( 実践教育支援システム ) を利用して大学 ; 義室 と企業の現場をダイナミックに 融合して。 

術者が知識とスキルの 裾野を広げ理解を 深めて技術経営人材としての 実践力を陶土させるためには。 現実の課 

題 に臨場感をもって 対陣することが 必要であ る " そのためには、 経営現場と学びの 場を昌 合させることが 有効であ ると 

考える。 山口大学大学院技術経営研究科では。 平成㌶年度に 衛星。 携帯電話。 インタ一孝 ッ ト串 捧 にょ る マルチチャ 

ネル教育支援システムを 薬 して " 教室と企業を 双方向中継し 経営現場 桶 合理授業を実施し 

確証をそ き ・ た 。 その実績を基にして 企業の経営体と 教室を 合した 靭こ 経営体力， 

イングプロジェクト 型授業を 知を引き出して 技術経営の知識とスキルおよび 思考法を学ぶ 実践的 

討議型授業を 展開する。 

本報告でほ。 実践教育 支 システムの概要と 同システムを 利用して教室と 経営 

。 企業の経営スキルの 葉 と 大村を育成するれ 汚 観点から。 新ひ 、 産学連携のあ り方について 考察す 

キーワード :  コンサルテインバプロジェクト 型授業。 技術経営、 人材育成。 経営 

社会人大学院生を 対象とした技術経営 (M ㊤ 刀 専門 大学院教育でほ、 実践 でかっ即効性のあ る 課 

能力の養成が 強く求められている。 総合的な課 解決 力 を養 う ためには、 技術経営大学院教育に 鮒 

型 授業やケース @ こ 疑似体験授業で 培った知識とス キ ルの 理 翠を深めるとともに、 実践的 課 

通じてそれらを 有 こ 結合させることが 不可欠であ る。 

究 科では、 総合的な課 午 波力を養 う ための新しい 教授法として。 企業の現場と 講 

義室 とを双方向通信システムで 結んで大学講義 室 と企業経営の 現場を融合し。 企業と講義 室 との間で実 

議する授業 ( 実践的射 型 授業 ) を行った。 本報告でほ、 コンサルテインバ。 プロジェクト 型実践教育支援システムの 

概要と同システムを 利用した新しい 教授法として 取り組んだコンザルティンバ。 プロジェクト 型実践授業の 内容 

について報告し、 技術経営教育という 観点から新しい 産学連携のあ り方について 考察する。 
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  者、 製造現場主任 や 
の 当事者と直接討議して 知見を実感することが 重要であ る。 そのためにほ。 経営現場と教室を 居 な 
せて関係者全員が 同時に参画することが 効果的であ る。 

山口大学大学院技術経営研究科では。 これらの学習効果を 引き出すための 方法として、 教室と経営体を 融合した 
場 において。 教員。 学生ならびに 企業経営体の 3 者による 実 課題 持 込型によるコンサルテインバプロジェクト 型 

育を提案している ( 図工 ) 。 企業経営体と 教室を融合するための 支援システムとして、 フラッシュザーバーをコア 
にしたコミュニケーションサーバーシステムを 利用したコンザルティンバ。 プロジェクト 型 
た " このシステムは。 衛星。 携帯電話。 インタ一孝 ット によるマルチチャネル 型教育支援 

営 現場。 製造現場ならびに 研究現場 ) と 教室 方向守綱して 遠隔討議を行 う ための環境を 実現する。 この実践教育 
支援システムには 各種の接続チャネルがあ り も カメラ行きノート 型㌢ C 、 じ Ⅴ ロ プレーヤー。 書画カメラ、 教室全景 カ 

ノ ラなどの室内リソースと SCS( 宇宙コラボレーションシステム ) 中継映像。 および第 3 世代携帯電話による 音声と映像の 

学覚リソースを 接続することができる ( 図幼 。 そのため。 情報インフラのない 現場と教室との 間における双方向 コ亜ニ ケ 
一 ションを確立し、 ダイナミックで 臨場感のあ るライブな環境を 大学における 教育現場に再現することができる。 

  

図 2  コンサルティンバ。 プロジェクト 型実践教育支援システムのシステムダイアバラム 
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か つ 即効性のあ る総合的な課 

業や ケースに よ る疑似 

不可欠であ る。 

企業経営者が 経営の現場から 授業に参潮するコンサルティンバ。 プロジェクト 堅実践授業 

行 に合わせて会議室や 研究。 開発の現場からの 中継を随時行 う 。 このようにして。 大学の ; 
に 対する ソね一 ションについて 討論する。 知識とスキルを 有機的に結合させて 総合 

は 、 このような実践的経験力、 ら得 狂れる実感を 基にした学習が 有効であ る。 

平成 繋 年 2 月。 山口大 、 この実践教育支援システムを 用いてコンサルティンバ。 プロ 

ジェクト 型 実践授業による 営 と製造現場 ) における生の 情報を教育現場に 導 ク 。 して 課 

解決のためのソリューションを 教室と現場で 討論するダイナミッタな 討 型 授業を実現した " 

て 緩緩 
上述のコンサルティンバ。 プロジェクト 型実践授業は 、 汚 でなく、 地域の 

産学連携において 果たすべき大学の 役割をも 大 様及 なアイディア 
や 知見を再生可能なデジタル 映像として大学に 蓄 よって " 大学が中小企業における 技術 

経営教育 れう 観点において。 産学連携のプラット 

め 
学 大学院技術経営 究 科では、 実践教育支援システムを 用いて大学講義 室 と経営体を融 

決 方形成のための 新しい教授法として ング。 プむジヱ クト 型 実践 授   

またこの新しい 教授法は、 技術経営人柄 力 を育成するばかりでなく。 
い う 観点から地域の 産学連携において 果たすべき大学の 割 をも大きく支援する 
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